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Embarking on the path toward growth



企業理念

YOKOGAWAは

計測と制御と情報をテーマに

より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は

良き市民であり

勇気をもった開拓者であれ

YOKOGAWAは、1915年の創立以来90年以上にわたって、計測、

制御、情報を技術ドメインとして、産業界に最先端の製品やサービスを

提供してきました。卓越した技術が生み出す高い付加価値は、

産業の発展だけでなく豊かな人間社会の創造に寄与しています。

YOKOGAWAはこれからも健全で利益ある成長の実現に向けて

挑戦を続けてまいります。
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見通しに関する留意事項

本報告書に記載されている横河電機の計画、見通し、戦略、判断などのうち、歴史的事実でない記述は将来の業績に関する見通しです。これらの記述は現時点で入手可能な情報に

基づいた経営者の判断によるものですので、これらの業績見通しに過度な信頼を置くことのなきようお願いいたします。これらの業績見通しは、経済状況や為替相場など多数の重要な

要因により、実際の業績とは大きく異なる可能性があることをご承知おきください。
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■ お客様の企業経営に最大の貢献をすることを
目的として常にお客様の視点に立って

■ 最新・最高の技術で

■ お客様の期待と要求に応える最適な
ソリューションを提供します

2003
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2007200620052004

売上高 
（億円） 

（年度） 

4,334 4,374

3,719 3,871 3,889

BUSINESS
YOKOGAWAは、持続的成長に向けてビジ
ネスモデルの革新に挑戦しています。ただ

単に製品を提供するメーカーから、企業活動

全体を対象に総合的ソリューションを提案

する企業へ。そのコンセプトがEnterprise
Technology Solutions（略称ETS）です。
ETSが目指すものは、経営から製造現場に
至る広範囲でハイレベルなソリューション

提供です。企業活動全般を視野に入れ、効率化、

コストダウン、省エネルギー、環境保全といった

テーマを総合的に解決します。

15.7%

73.7%

10.6%

制御事業 

売上高構成比率 

計測機器事業 

新事業その他 

2008年アニュアルレポート・横河電機株式会社 7

制御事業
YOKOGAWAは、プラントの生産
設備の制御・運転監視を行う分散形

制御システムを世界に先駆けて

開発。製品の高い信頼性と優れた

プロジェクト遂行能力によってお客様

の信頼を獲得し、制御ビジネスの

リーディングカンパニーとして、

石油・石油化学・鉄鋼・紙パルプ・

薬品・食品・電力などあらゆる産業

の発展を支えています。統合生産

制御システムに加え、差圧・圧力

伝送器、流量計、分析計などの

フィールド機器や各種ソフトウエア

などを揃え、導入から保守まで、

プラントのライフサイクル全体に

対して総合的なソリューションを

提供しています。

計測機器事業
「はかる」ことは、あらゆる技術の

原点です。YOKOGAWAのルーツ
である計測分野では、電圧、電流、

電力、光パワー、波長など、さまざまな

物理量を目に見える情報に変換し、

解析する計測機器の提供を通じて、

産業界に貢献しています。電気・電子

製品などの開発や生産、また通信

インフラの敷設・保守に欠かせない

測定器のビジネスでは、高性能かつ

高信頼の製品を幅広くラインアップ

するとともに充実した校正・サービス

体制を構築しています。また、半導体

テスタのビジネスでは、半導体の

高速化・高機能化に合わせて製品を

開発し、常に最新のテストソリュー

ションを提供しています。

新事業その他
計測・制御・情報を技術ドメインと

して成長を続けてきたYOKOGAWA
は、そこで培った技術を活用し、

多数の応用技術や応用製品を生み

出してきました。超高速・大容量の

通信を可能にする光通信関連機器

や半導体の製造装置向けのＸＹ

ステージ、バイオテクノロジー分野で

注目される共焦点スキャナ、航空機・

船舶用の計器など、先端技術の粋を

集めた製品群でお客様のニーズに

幅広く応えています。

at a glance



生産制御システム
プラントの制御・運転監視を行う分散形制御システム

「CENTUMシリーズ」は、1975年の発売以来、94か国

20,000プロジェクトを超える納入実績を誇ります。

2008年、10年ぶりの新シリーズとして統合生産制御
システム「CENTUM VP」を発売し、グローバル市場に
おけるトップブランドの地位をより強固なものとしま

した。このほか、生産制御システムとの統合により

高水準の安全性を実現する安全計装システム

「ProSafe-RSシリーズ」や、信頼性と汎用性・経済性
を両立させたネットワークベース生産システム

「STARDOM」を提供し、安全かつ効率的なプラント
オペレーションを支えています。

フィールド機器／レコーダ

生産現場で圧力、温度、流量などを測定するのがフィールド機器です。YOKOGAWA
では、差圧・圧力伝送器「DPharp EJA/EJX」や電磁流量計「ADMAG AXF」などの
センサ類のほか、pH計、プロセスガスクロマトグラフなどの分析計まで幅広いフィー
ルド機器を取り揃えています。測定情報を記録するレコーダについては、業界のトップ

メーカーとして、データを電子的に保存するペーパーレス化、大容量化を進めています。

制御事業

データ収集ステーション
「DXAdvanced」

差圧・圧力伝送器
「DPharp EJX」

プロセスガスクロマトグラフ
「GC1000 MarkⅡ」

電磁流量計
「ADMAG AXF」

pH計「PH450G」

統合生産制御システム
「CENTUM VP」

基幹業務 
 

生産管理 

品質管理 
 

製造実行 

操業情報管理 
 

製造工程 

[現場-経営 直結ソリューション]

製造業向けソリューション

製造現場での「ものづくり支援」で経験と実績を積んできた

YOKOGAWAは、企業の「ものづくり経営支援」へと事業領域を拡大
しています。製造現場を「見える化」する操業情報管理ソリューションを

はじめ、業務を標準化することでトレーサビリティや徹底した品質管理

を実現する製造実行ソリューション(MES)、さらに工場ごとの管理から
全工場での管理を行う生産管理ソリューション、経営情報を司る基幹

業務ソリューション(ERP)までを連携させ、「現場－経営 直結ソリュー

ション」として提供しています。

医療情報システム

医療現場では、診断機器の高機能化への対応や患者様へのサービス

レベルの向上を目的として、医療情報システムの構築が急速に進んで

います。YOKOGAWAは制御システム分野、生産情報管理分野で培った
システムインテグレーション技術により、医療機関の情報化に取り組んで

います。検査画像の電子化・モニター診断を実現する画像情報システム

をはじめ、業務の効率化と情報の安全かつ有効な活用を目的とした

部門情報システム、さらには電子カルテシステムや医療情報の地域連携

を可能にする診療情報統合システムを提供し、多くの医療機関から高く

評価されています。

安全計装システム
「ProSafe-RS」

ネットワークベース生産システム「STARDOM」

レンジフリーコントローラ
「FA-M3R」

読影用画像ビューア
「ShadeQuest/DIAG」

省エネルギー・環境保全ソリューション

生産効率化を実現するシステムの提供と、自社工場

での省エネルギーへの取り組みを通して培ってきた

技術・ノウハウを合わせ、コスト削減と地球環境保全

を両立させるソリューションをご提供します。現場

調査・診断から省エネシステムの構築、運用、保守、

効果検証までを一貫したコンサルティングで提供

するとともに、効果検証に基づくさらなる改善提案を

行い、改善サイクルを回して、高い省エネ効果を実現

します。

製造管理パッケージ「CIMVision」シリーズを中心に、
ITシステムの各業種テンプレートを揃えています。

送水ポンプ省エネ制御システム
「エコノパイロット」



メモリテストシステム
「MT6121」

半導体テスタ

変化が激しい半導体業界のお客様のニーズに応えるため、テストコスト

の低減をメインコンセプトに、ロジック、ミックスドシグナル、メモリなど

各種のICに対応した高性能でコストパフォーマンスに優れたテスタを
提供しています。とくに、フラットパネルディスプレイ（FPD）ドライバ
テスタ、前工程メモリテスタでは、大きなシェアを獲得しています。また、

SoCテスタの分野でもコンシューマ製品向けICをターゲットに幅広い
測定ニーズにお応えしています。

計測機器事業

光ファイバ試験器
「AQ7275 OTDR」

光スペクトラムアナライザ
「AQ6370」

ビークルシリアルバスアナライザ
「SB5710」

高速データアクイジションユニット
「SL1000」

プレシジョンパワーアナライザ
「WT3000」

高速SoCテストシステム
「TS6000H＋」

FPDドライバテストシステム
「ST6730」

測定器

デジタル家電や電子機器、自動車、メカトロニクス、

また次世代通信ネットワークなど開発投資が活発な

市場に向けて、電圧、電流、電力、光パワーなどの

基本測定器や波形測定器、光通信用測定器などさま

ざまな測定器をYOKOGAWAのグローバルセール
スネットワークを通じて提供しています。これらの

測定器に用いられるキーデバイスを自社開発する

ことで、お客様のニーズに合った特徴ある製品を

生み出し、競合との差別化を図っています。とくに、

電力計、光通信用測定器では世界有数のシェアを

誇っています。

光通信関連機器

基幹系光通信市場向けに、毎秒40ギガビット（40Gbps）
の高速・大容量通信を実現する光通信モジュールや

サブシステムを提供しています。これは当社が、自社

製品に搭載する半導体の開発を通して四半世紀に

わたり培ってきた化合物半導体の技術を生かして開発

したもので、NGN（次世代通信網）を実現するキーテク
ノロジーとして注目されています。また、放送局など

大容量のデータの送受信が求められる場所で高速の

通信網を実現する光パケットネットワークを開発し、

早期実用化に向けた取り組みを進めています。

ライフサイエンス関連機器

光学顕微鏡と組み合わせて、生きた細胞の動き

をリアルタイムに観察できる共焦点スキャナは、

バイオテクノロジー分野で高く評価されています。

世界各国の最先端の研究機関で使用され、たん

ぱく質の動きの観察や生命現象の解明など、

さまざまな研究に貢献しています。また、共焦点

スキャナと精密位置決め技術を組み合わせて

創薬分野に応用する研究も進めています。この

ほか、脳の発する微弱な磁場を検出することに

より、脳疾患の早期発見や生体研究を支援する

装置の研究開発も行っています。

航空関連機器

YOKOGAWAは、独自の高信頼技術を生かして、航空
機のエンジンや燃料の監視機器、センサを提供して

います。カラー液晶を用いたコックピット搭載用フラット

パネルディスプレイは、暗闇から直射日光下まで、あら

ゆる状況下で視認性が高く、かつ耐環境性に優れて

いることから、エアバス社の最新航空機にも採用され

ています。

アドバンストステージ

微細化が進む半導体の製造装置向けに、ナノメー

トルレベルの位置決めが可能な超精密XYステー
ジを提供し、お客様から高く評価されています。

また、フラットパネルディスプレイやイメージセンサ

などの色むらを検査する画質検査システムや、

位置決め装置のコアコンポーネントであるダイ

レクトドライブモータも提供しています。これら

の製品には、YOKOGAWAの計測と制御の技術
に支えられた、メカトロニクス技術が生かされて

います。

新事業その他

光通信モジュール/
サブシステム

航空機用フラット
パネルディスプレイ

共焦点スキャナ
「CSU－X1」

XYステージ

ダイレクトドライブモータ



ステークホルダーの皆様へ

To Our Stakeholders

当社グループは、長期経営構想「VISION-21＆

ACTION-21」に基づき、One Global YOKOGAWA

をキーワードに、健全で利益ある経営の実現に取り

組んでおります。

2007年度は、主力の制御事業が好調に推移し、

売上高については6期連続での増収を達成しました

が、営業利益については計測機器事業の売上が

減少したこと、及び新事業立ち上げのため費用が

増加したことから、前期と比較し減益となりました。

また、計画に対しては、売上高、営業利益、当期純

利益とも未達となりました。

2008年度は、固定費の圧縮や変動費率の低減に

より損益分岐点を下げ、グローバル競争を勝ち抜く

ことのできるコスト競争力の実現を目指します。

今後も、企業価値の向上に全力を尽くしてまいります

ので、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い

申し上げます。

2008年6月

ステークホルダーの皆様へ

代表取締役会長

代表取締役社長

8 2008年アニュアルレポート・横河電機株式会社 9

Q1.
2007年度の業績について教えてください。

主要事業である制御事業は、海外市場における石油、

石油化学分野を中心とした活発な投資を背景に増収増益と

なりましたが、計測機器事業は、半導体テストシステム市場

における投資抑制の影響を受け、減収減益となりました。

また、新事業その他では、事業立ち上げに伴う費用の増加

により増収減益となりました。この結果、連結売上高は前期

比40億円増の4,374億円となりましたが、営業利益は前期

比19億円減の274億円となりました。

経常利益は、営業利益の減益に加えて、円高による為替

差損の増加や、たな卸処分損などの増加により、前期比

131億円減の165億円となりました。一方、当期純利益に

ついては、子会社において繰延税金資産を計上したことなど

により法人税等調整額が減少したことから、前期比9億円の

減少にとどまり、117億円となりました。

Q2.
この結果をどう分析しますか。

2007年度は、史上最高の売上高、営業利益を更新する

ことを目指してきましたが、売上高は増収となったものの

営業利益は減益という結果に終わりました。当社がいくつか

の大きな変曲点を迎えていることが、その背景にあると

とらえています。

まず、グループ全体では、コスト構造の面で変曲点を迎えて

います。「VISION-21&ACTION-21」の第2のマイルストーン

達成に向けた新事業への先行投資をはじめ、本社構内の

社屋の建て替えや、海外での事業拡大に対応した海外拠点

の新社屋建設、人員増強などの施策を積極的に進めてきた

結果、費用が売上に先行して発生し、損益分岐点が上がり、

利益の出にくい構造になってきています。グローバル競争

を勝ち抜くためには、競争力のあるコスト構造を実現する

ことが不可欠です。この実現に向け、発注の一元化による調達

コストの削減、共通技術の活用による開発効率の向上、

原材料高を吸収する生産コストの削減、人財リソースのコスト

競争力の向上の四つの施策を実行していきます。

Q3.
成長を続けている制御事業については、
今後、どのように発展させていく
方針ですか。

制御市場は、海外ではエネルギー需要の増大と原油高を

社長インタビュー

社長インタビュー

代表取締役社長
海堀 周造

さらなる成長に向け、 
経営効率を優先した経営をスピードを上げて実行します 
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背景に堅調に成長を続け、国内では緩やかに成長すると

予測しています。当社は、システムの信頼性、エンジニア

リング遂行能力の両面からお客様に高くご評価いただいて

おり、ここ数年、海外市場でシェアを伸ばし続けています。

この制御事業にも、変曲点といえる現象が二つ起きています。

一つは、ビジネスモデルの変化です。最近では、当社が

制御システムを提供するだけでなく、制御にかかわる技術や

プロジェクトの遂行を含めてお客様の総合的なパートナーと

なるMAC（Main Automation Contractor）としての受注

が増えています。この背景には、昨今、制御システムが

プラントの運転効率を大きく左右する重要な要素である

との認識が深まっているということがあります。

MACとしての受注が増えているということは、YOKOGAWA

が単なる制御機器メーカーとしてではなく、制御に関する

総合的なソリューションベンダーとして高い能力があると

認められた証しといえます。また、将来の安定受注のベース

となる当社製品の納入実績が増えるという面でも、大きな

メリットをもたらすものです。

一方、自社製品に加えて制御にかかわるすべての機器を

調達し、お客様に提供していくには、高度なプロジェクト管

理能力やコスト管理能力が必要であり、これらをさらに高め

ていくことが今後の課題となります。またMACには、

プラント設計の初期段階から参画して安全で効率性の高い

プラントを実現し、納入後の維持管理を含めて改善を提案

することも期待されています。当社グループは、製品競争力、

ソリューション提案力を強化するとともに、エンジニアリング

の付加価値向上による利益拡大に努め、制御事業の売上の

拡大と利益率の向上を進めてまいります。

制御事業のもう一つの変曲点は、為替の影響が大きく

なっているということです。海外市場での大きな伸びを背景

に、全社売上高、営業利益に占める制御事業の比率が

高まっています。海外に大きな市場をもつ制御事業をさらに

成長させていくため、海外の売上についてはできるだけ

海外生産で対応し、為替リスクの少ない体制を構築してきま

したが、海外で急速に事業が拡大した結果、為替の影響が

大きくなっています。現在の為替感応度は、連結営業利益

レベルで、USドルに対し1円の変動あたり約4億円と試算して

いますが、今後さらに大きくなる可能性がありますので、

この影響を視野に入れた経営を行っていきます。

これらの施策を着実に実行することによりシェアの一層の

拡大を図り、今後も制御事業の増収増益の基調を維持して

いく方針です。

Q4.
計測機器事業は厳しい状況が
続いています。
今後の戦略を教えてください。

計測機器事業は、半導体テスタビジネスの分野で大きな

変曲点を迎えており、その市場規模や成長性が、従来と大きく

変わってきています。早期の黒字化に向けて、開発アイテム

の再検討と固定費削減を行い、売上高とコストのバランス

の最適化を図ることが必要です。

一方、測定器のビジネスについては、今後の成長が期待

される環境・省エネルギー、光通信、自動車関連などの市場

に注力して売上の拡大を図ります。

社長インタビュー
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Q5.
発展が期待される新事業の状況は
いかがでしょうか。

新事業では、フォトニクスビジネスが、プラスの意味で

大きな変曲点を迎えています。次世代ネットワークの構築に

向けて、40Gbpsの高速大容量通信が可能な基幹系光通信

の市場が本格的に動き出そうとしています。最優先課題と

して取り組んできた、光通信モジュール、サブシステムの

量産体制の構築にめどが立ちましたので、今後、新規顧客の

開拓による売上の拡大と生産効率の向上によるコスト削減

を進めていきます。

アドバンストステージビジネスについてはコスト競争力の

強化を図り、またライフサイエンスビジネスについては、

お客様である大学、研究機関、医薬品メーカー、病院などと

の連携を強化し、市場を開拓してまいります。

Q6.
利益還元についての考え方をお聞かせ
ください。

当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の

皆様に対する継続的な利益配分を最重要施策の一つと

認識し、中長期的成長のための新規事業投資、成長市場への

開発投資などに向けた内部留保及び財務体質の強化等を

総合的に勘案のうえ、連結配当性向30%を目安に配当を

行っています。

2007年度は前期より年間1円の増配とし、中間8円、期末

8円の年間16円（配当性向35.7%）といたしました。2008

年度については中間8円、期末8円の年間16円（配当性向

37.5%）とする方針です。

Q7.
「健全で利益ある経営」を目指して、
どのように経営を進めていきますか。

2006年5月に発表した長期経営構想「VISION-21&

ACTION-21」第2のマイルストーンでは、2010年度の経営

目標を連結受注高6,100億円、連結売上高6,000億円、連結

営業利益750億円と設定しましたが、これまでの2年間の

状況を受けて、この目標を見直すべく検討しています。

さまざまな面で変曲点を迎えていることを認識し、さら

なる成長に向けて、経営効率を優先した経営をスピードを

上げて実行していきますので、引き続きご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。

社長インタビュー
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コンテンツ事業部門別概況

海外制御ビジネスの中枢、シンガポールに完成した新社屋。

Yokogawa Saudi Arabiaの新社屋。

Business Overview
制御事業

YOKOGAWAが提案するVigilantPlantの
実現に向けてソリューション提案力を強化し
ビジネスを拡大していきます

2007年度の事業概況

国内市場においては、鉄鋼や化学、エネルギーなどの

業種は好調に推移しましたが、原材料価格の高騰などの

影響により設備投資に対する慎重な姿勢がみられたこと

から、全体では成長の勢いは鈍化しました。海外において

はエネルギー需要の増大と原油高を背景に、石油、石油

化学、天然ガスなどのプラントへの投資が活発に行われ、

とくに中東、中国、インド、ロシアなどの市場が好調に推移

しました。こうしたなかで、当社グループは、グローバルNo.1

企業を目指して積極的な事業展開を図り、製品競争力の

強化や、海外拠点の拡充に取り組みました。

具体的には、2008年2月、主力製品である統合生産制御

システム「CENTUMシリーズ」を10年ぶりに刷新し、理想の

プラントの実現をコンセプトとした新製品「CENTUM VP」

を発売しました。「CENTUM VP」は、高信頼性や長期安定性、

従来のシステムとの互換性といったCENTUMの特長を継承

しながら、生産管理や機器管理をはじめとするプラントの

さまざまな制御・情報システムを統合し、効率的なプラント

操業を実現します。YOKOGAWAが提案する理想の

プラントのビジョンである「VigilantPlant」を実現する中核

システムとして、今後、機能を拡張させていきます。

また、活況な海外市場でビジネスを拡大するため、海外

拠点の拡充にも取り組みました。海外制御事業の統括会社

があるシンガポールでは、統括機能を拡充するとともに、

お客様に納入するシステムや機器を接続して検証する

スペースを拡張するため、新社屋を建設し、2007年7月

に開所式を行いました。大規模プロジェクトを相次いで受注

2008年アニュアルレポート・横河電機株式会社 13

しているサウジアラビアにおいては、2006年12月に販売・エン

ジニアリングを担う｢Yokogawa Saudi Arabia Ltd.｣を

設立したのに続き、2007年4月には、サービス会社として

「Yokogawa Service Saudi Arabia Ltd.」を設立しました。

Yokogawa Saudi Arabiaは、同国の優秀なエンジニアを

輩出しているキングファハド石油・鉱物資源大学内にある、

先端技術企業のための企業用地に新社屋を建設し、2008

年3月、新オフィスでの営業を開始しました。このほか、市場

の拡大が期待される中国においても、既存の子会社3社の

機能を統合して事業統括会社「横河電機（中国）有限公司」を

設立し、体制の強化を図りました。

こうした状況のもと、オイルメジャーからのプラントの

新設、更新をはじめとする多数の大型プロジェクトを獲得

し、海外市場におけるシェアを拡大することができました。

この結果、受注高3,432億円、売上高3,222億円、営業利益

391億円となり、前期と比較し増収増益となりました。年々

増加している海外売上高比率は61.0%に達しました。

制御事業

２００７年の主な大型受注案件

タイ最大の石油化学プロジェクトで制御システムを受注

タイのサイアムセメントグループのマプ・タ・プット・オレフィン社

から、年産170万トンのナフサクラッカーをはじめとする複合
石油化学プラントの制御システム、センサなどを受注しました。

シンガポールの石油精製・石油化学統合コンプレックス向け

制御システムを一括受注

シェル・イースタン・ペトロリウム社から、シンガポールのシェル・

イースタン・ペトロケミカル・コンプレックス向け制御システム

を一括受注しました。これは、石油化学プラント（エチレン年産

80万トン、モノエチレングリコール年産75万トン）の新設、及び
それと統合する年産50万バレルの石油精製プラントの高度化を
進めるプロジェクトです。

インドの石炭火力発電所の制御システムを一括受注

インド ビハール州に建設する同州最大の火力発電所、バール

超臨界圧石炭火力発電所向け制御システムを一括受注しました。

BPとMACサービス提供に向けた基本契約を締結
当社は、BPインターナショナルと、BPの探鉱／開発・生産部門に
対してMAC（Main Automation Contractor）サービスを提供
する制御メーカーの1社として長期的な協力関係を結ぶ契約を
締結しました。当社は今後、BPが原油／天然ガス掘削などの制御
システムを発注する際に、BPに認定された数少ないMACの1社
として入札に参加することになります。

中国の大規模石油精製プロジェクトで制御システムを受注

中国石油メジャーの1社である中国石油天然気股 有限公司の

広西石化公司から、同社が欽州で進める年産1,000万トンの
大規模石油精製プラント向けの制御システムを受注しました。

オーストラリアの大型火力発電所向け制御システムを受注

南オーストラリア州の40％以上の電力を供給しているフリン
ダーズパワー社が所有するノーザン火力発電所の制御システム

更新プロジェクトを受注しました。

（単位：億円）

科目

受注高

売上高

営業利益

3,303

3,123

354

3,432

3,222

391

3,500

3,300

400

2008年度
（計画）

2007年度2006年度
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今後の事業展開と戦略ポイント

制御事業は今後も、海外を中心に石油、石油化学、天然

ガス関連プラント市場で着実な成長が期待できることから、

次の施策を実行し、積極的にビジネスを拡大していきます。

具体的には、YOKOGAWAが提案する理想のプラント

「VigilantPlant」の実現に向け、Safety Excellence（安全の

確保）、Asset Excellence（資産の最大活用）、Production

Excellence（生産の改革）、Lifecycle Excellence（ライフサイ

クルの最適化）に沿って製品・サービスのラインアップを

強化します。この一環として、2008年4月には、ガス分析計の

分野で独創的な技術をもつ米国Analytical Specialties, Inc.

コンテンツ事業部門別概況

2008年2月に発売した統合生産制御システム「CENTUM VP」。

Production Excellence
生産の改

革

Asset Excellence
資産の最大活

用

Safety Excellence
安全の確保

生産管理

設備管理

安全管理

Operational 
Excellence

理想の操業
Operational 
Excellence

理想の操業

Lifecycle Excellence

2005 2006 2007 2008 2009–2010

ライフサイクルの最適化

設備管理の 
高度化

VigilantPlant 
ビジョン＋安全管
理の高度化

生産・操業の 
高度化

操業最適化
プラットフォーム

プラント情報統合型
ヒューマン

インターフェース

設備管理の 
高度化

VigilantPlant 
ビジョン＋安全管
理の高度化

生産・操業の 
高度化

操業最適化
プラットフォーム

プラント情報統合型
ヒューマン

インターフェース

プラントオペレーション
の全体最適を実現する
VigilantPlant

Business Overview
制御事業

VigilantPlantの実現に向けたロードマップ
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の全株式を取得し、北米地域統括会社の子会社としました。

同社のレーザガス分析計を当社の分析計のコアユニットの

一つに加えることで、制御事業における提案力を高めます。

このほかにも、センサ機器及び生産管理システムの分野で

ラインアップの増強を図っていく計画です。

また、お客様の課題を解決するソリューション提案力の

強化、エンジニアリングの効率化及びプロジェクト管理体制

の強化、お客様のプラントのライフサイクル全体にわたり

サービスを提供するビジネスの体制強化により、シェアの

拡大を図ります。海外においては、急速に拡大している受注

の勢いを加速するために、海外制御事業の統括会社である

Yokogawa Electric Internationalを中心に、グローバル

での販売・エンジニアリング体制の強化を図ります。販売

拠点の人財を強化して受注をさらに拡大するとともに、

シェアードサービスの推進や海外拠点間での人財のローテー

ションにより経営効率の向上を図り、営業利益率の向上を

目指します。また、ライフサイクルソリューションビジネスの

展開についても全拠点で取り組みます。

2008年4月1日には、ソリューション提案力の強化、エン

ジニアリングの効率化の一環として国内子会社2社を統合

し、「横河ソリューションズ株式会社」を設立しました。新

会社設立により、生産現場から経営管理レベルまでを範囲と

するグローバルなエンジニアリング体制の強化を図ります。

さらに、地球環境保全が社会全体の課題となるなかで、

お客様の環境経営の実現に貢献していくため、省エネ・環境

保全ソリューションの提供にも積極的に取り組みます。

2007年9月に発足した省エネルギー・環境保全ソリューション

本部に、社内での省エネへの取り組みや、お客様の生産

効率化を支援するソリューションの提供を通して培ってきた

技術やノウハウを結集し、コスト削減と地球環境保全の双方

を実現する最適なソリューションを提供していきます。

制御事業

1,214

1,824

2005 2006

1,966

48.0

59.0 61.0

2007 （年度） 

（億円） （％） 

制御事業の海外売上高／海外売上高比率 

1,500

2,000

1,000

500

0

Analytical Specialties社のレーザガス分析計。



16

コンテンツ事業部門別概況

計測器の性能評価に利用する電波暗室を2007年5月、増設しました。新しい
電波暗室は国内トップレベルの設備をもっています。

コストパフォーマンスに優れたDRAM量産型メモリテストシステム「MT6111」。

Business Overview
計測機器事業

半導体テスタビジネスでは、顧客ベースを広げ売上拡大を図り
測定器ビジネスでは、成長が期待される環境・省エネルギー、
光通信、自動車関連分野に注力します

2007年度の事業概況

計測機器事業の主要分野である半導体テストシステムの

市場は、DRAM価格の大幅な下落、フラットパネルディス

プレイ（FPD）ドライバICメーカーの投資抑制の影響等に

より、低調に推移しました。

こうしたなかで当社は、2007年9月、コストパフォーマンス

に優れた汎用DRAM向けメモリテストシステム「MT6111」を

発売しました。この新製品はその効率性と、DRAMだけで

なくNAND型フラッシュメモリも測定可能なフレキシビリティ

によりお客様から高い評価をいただき、メモリテストシステム

については受注が堅調に推移しましたが、FPDドライバテスト

システムやSoCテストシステムについては、シェアの拡大に

取り組んだものの、市場低迷の影響が大きく厳しい状況で

推移しました。

一方測定器については、光通信網の普及に伴い光通信

関連測定器の市場が回復してきたほか、省エネルギーへの

対応を迫られるなかで、電力測定器の市場が好調に推移

しました。しかし、測定器市場全体としては昨年に引き続き

低調に推移しました。

こうした状況のもと、当社は、投資が活発化してきた光

通信市場に対して、世界トップの性能・シェアをもつ光スペク

トラムアナライザや、光ネットワーク保守用の測定器である

OTDRの拡販に努め、日本、北米、中国、インドなどを中心に

売上高を伸ばしました。光スペクトラムアナライザについて

は、環境計測に用いられる波長帯に対応した光スペクト

ラムアナライザ「AQ6375」を市場投入し、通信以外の分野

にも用途を拡大しました。省エネルギー市場においては、
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グリーンITの推進に代表される、北米の情報産業での省

エネルギーへの取り組みをビジネスチャンスととらえ、

新規顧客を開拓することで、電力測定器の売上高を伸ばし

ました。また、エレクトロニクス市場においては、急速に

進む自動車の電子化に対応し、FlexRayなどの車載シリアル

バス解析に特化したオシロスコープとして、ビークルシリアル

バスアナライザ「SB5000」シリーズを発売し、好評を博しま

した。しかし、測定器ビジネス全体としては、波形測定器

市場の低迷から、売上高は昨年を下回りました。

この結果、計測機器事業全体では、受注高676億円、売上

高688億円、営業損失は20億円となり、前年に比べ減収

減益となりました。

今後の事業展開と戦略ポイント

計測機器事業のうち、半導体テスタビジネスでは、新規

SoCテスタを早期に市場投入するとともに、顧客ベースを

広げ、売上高の拡大を図ります。開発アイテムを再検討すると

ともに製造コスト及び販売管理費などの削減を進め、早期

黒字化を目指します。ICハンドラの事業については、2008年

7月1日をめどに、株式会社テセックに事業譲渡することを

決定しています。

測定器ビジネスについては、自動車の電動化や代替エネ

ルギーの開発により活況を呈しているメカトロニクス・エネ

ルギー市場、デジタル家電の多機能化と高付加価値化に

伴って拡大しているエレクトロニクス・半導体市場、次世代

光通信ネットワークの本格的な普及に伴って拡大している

通信・ネットワーク市場を重点市場と定めています。この

なかでも、とくに成長が期待される環境や省エネルギー、光

通信、自動車関連の分野にターゲットを絞り、開発リソースを

集中して競争力のある製品を投入するとともに、グローバル

な営業体制を強化して、売上高の拡大を図ります。

計測機器事業

世界最高クラスの性能を誇る電力計、
プレシジョンパワーアナライザ「WT3000」。

（単位：億円）

科目

受注高

売上高

営業利益

783

785

12

676

688

△20

660

660

△45

2008年度
（計画）

2007年度2006年度
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コンテンツ事業部門別概況

フォトニクスビジネスの開発・生産拠点、相模原事業所。

ライフサイエンスビジネスの開発・生産拠点、金沢事業所。

Business Overview
新事業その他

市場と技術の動向を的確に見極め
新事業の早期立ち上げを目指します

2007年度の事業概況

新事業その他のうち、フォトニクスビジネスでは、次世代

ネットワークの構築に向けて40Gbps基幹系光通信の市場

が動き出したものの、アドバンストステージビジネスの市場

は、半導体製造装置市場の低迷を受け低調に推移しました。

また、ライフサイエンスビジネスでは、海外を中心に、生きた

細胞を観察するライブセルイメージング分野の市場が好調

に推移しました。

フォトニクスビジネスでは、当社は、都市間の大容量光

通信ネットワークを実現する高品質の40Gbps光送受信

技術の開発に成功するなど、事業拡大に向けた技術力の

強化と量産化に向けた生産体制の確立に取り組みました。

こうしたなかで、国内の基幹系通信網向けの通信機に搭載

する光通信モジュールやサブシステムの受注高、売上高が

拡大しました。

アドバンストステージビジネスについては、主要製品で

ある大型XYステージの量産体制を確立しましたが、お客様

の投資抑制の影響により受注が落ち込みました。この結果、

受注高は減少、売上高は増加となりました。

ライフサイエンスビジネスについては、ライブセルイメー

ジング分野で高い評価を得ている共焦点スキャナの製品力

をさらに強化するため、世界最高の撮影速度を実現し明るさ

を2倍に向上した新製品を発売し、受注拡大を図りました。

この結果、受注高は微増、売上高は微減となりました。

その他ビジネスにおいては、活況な造船市場で舶用機器

の受注が好調だったことなどから、受注高、売上高とも増加

しました。

2008年アニュアルレポート・横河電機株式会社 19

新事業その他全体では、新事業立ち上げのための施策を

積極的に展開したものの事業立ち上げに伴う費用が増加し、

受注高443億円、売上高465億円、営業損失は97億円と

なり、売上高は増加したものの減益となりました。

今後の事業展開と戦略ポイント

新事業については、市場及び技術の動向を正確に把握

することにより、適時的確な意思決定を行い、早期黒字化を

目指します。

フォトニクスビジネスは、海外を含めた新規顧客を開拓し、

光通信モジュール及びサブシステムの売上拡大に努めると

ともに、生産効率の向上によるコスト低減を図ります。

また、アドバンストステージビジネスは、精密位置決め

技術、高機能・高性能コントローラ技術、画像の品質を判断

するアルゴリズム技術などのコア技術に開発投資を集中

し、世界No.1の技術水準をもつ製品を提供していくと

ともに、コスト競争力の強化を図り、変動の大きい半導体

業界及び半導体製造装置業界の動向を見極めて事業を展開

していきます。

ライフサイエンスビジネスは、市場規模の大きい海外

市場で共焦点スキャナの新規顧客の開拓を進めます。また、

共焦点スキャナの技術と高精度位置決め技術を生かし、

市場の拡大が期待される創薬分野にもビジネスを広げて

いく方針です。

その他のビジネスにおいては、拡大する民間航空機市場

をターゲットに、液晶フラットパネルディスプレイの事業拡大

に取り組む方針です。

新事業その他

（単位：億円）

科目

受注高

売上高

営業利益

479

425

△73

443

465

△97

440

440

△95

2008年度
（計画）

2007年度2006年度

海外の通信機メーカーからも注目を集めている
光通信モジュールとサブシステム。
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研究開発の機能と役割 

中核技術 
・ 計測技術 
・ 制御技術 
・ 情報技術 

商品開発機能 
各事業部 
関係会社 

・ 電子デバイス技術 
・ ネットワーク技術 

新規事業 技術要素 

共通開発 
機能 

研究機能 

技術開発本部 

孵化機能 

コーポレート・マーケティング本部 

先行技術 ・ マイクロ反応場 
・ 集積型カートリッジ 
・ フィールドユビキタス 
・ フィールドワイヤリング 
・ デジタルオペレーション 
・ 高速通信 

研究開発に対する基本姿勢と体制

YOKOGAWAは、産業界に最先端のマザーツールや基盤

を提供するために、将来を見据えた新技術の開発を最も

重要な経営課題の一つと位置づけ、計測・制御・情報をコア

とした技術開発を推進しています。常に高信頼であり、長期に

わたって性能を保証するYOKOGAWAの姿勢は、たゆまぬ

技術開発によって支えられています。長期的な経営視点

から、継続して高水準の研究開発投資を行い、品質と信頼性

の両面から、最高の製品とサービスを提供し続けています。

YOKOGAWAグループでは、効率的な開発を行い技術

シーズの早期事業化を図るため、組織ごとに機能と役割を

明確にした体制を構築しています。次の時代のLeading

Edge Technologyとなる基礎技術の開発とその事業化の

ための孵化機能は技術開発本部が担当し、新規事業の育成

機能はコーポレート・マーケティング本部が担当します。

また、既存事業やソリューションビジネスを拡充するための

開発機能は、各事業部及び関係会社が有し、全社に共通

するモジュールの提供は技術企画本部がそのミッションを

担っています。

各事業部、関係会社は、それぞれの事業分野における

最先端技術を保有、進化させるとともに、技術開発本部で

開発した先端技術、共通技術を活用した製品開発を行い、

顧客に高品質で最適なソリューションを提供しています。

研究開発の基本戦略

研究開発の中枢である技術開発本部では、将来の事業の

基盤となりうるキーテクノロジーの発掘と育成、既存事業部

の次世代製品に適用される基盤技術の先行開発、全社の

技術戦略の策定・実行また知的財産・国際標準化活動の戦略

的運用を行っています。研究開発の基本戦略としては、以下

の４つを掲げています。

①テクノロジー・ナビゲータ

市場と技術の変化を洞察し、YOKOGAWAにおける

5～10年先の技術のあるべき姿を指し示す。

②テクノロジー・インキュベータ

将来のコア技術の種を中長期的視点で発掘・育成し、

既存事業部での製品開発における競争優位の確保及び

新規事業の創出に貢献する。

③テクノロジー・ドライバ

知的財産の戦略的取得・活用、また国際標準化活動の

戦略的運用を通して、YOKOGAWAグループの戦略的

経営を技術面から推進する。

④イノベーション・プロデューサ

自律的、戦略的な事業マインドをもち、技術革新を継続的

に発現させることのできる研究者・技術者を育成する。

Research and Development
研究開発

0
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（億円） 

0

2

4

6
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（％） 

（年度） （計画） 
06050403

270

7.3

290

7.5

309

8.0

362

8.4
409

9.3

10.0

研究開発費 ／ 対売上高比率の推移 

07 08

440

※億円未満四捨五入 
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研究開発

3つのコア・テクノロジー・ドメイン 

フィールドユビキタス技術 
先進ネットワーク技術と現場での
経験により蓄積した高信頼化技術を
融合し、もの作りの現場のすみずみ
にインテリジェンスを提供する。 

マイクロ技術 
半導体デバイス、高感度
センサの開発で培った
MEMS技術を核に、微小の
世界に挑む。 

フォトニクス技術 
化合物半導体、光応用計測で開拓した 
フロントランナー技術を核に、 
光応用の世界を広げる。 

研究開発の技術ドメイン

10年先を見据えた既存事業の先進技術開発と、新規事業

の確立のための研究開発を、フィールドユビキタス技術、

マイクロ技術、フォトニクス技術という3つの横断的技術分野

に焦点を絞って行っています。これらの研究開発によって、

次世代の新製品や新規事業の基盤となる、知的財産に裏付け

られた新技術の探求を続け、継続的な企業価値の創造と

向上を目指しています。

新規事業創出への取り組み

将来にわたり企業の成長を維持していくためには、既存

事業の強化に加えて、新規事業を創出、育成していくことが

必要です。

YOKOGAWAでは、20年以上にわたる研究開発投資を

行い、特許群と製造ノウハウを蓄積してきた化合物半導体の

技術をベースとして、今後の通信ネットワークの中心となる

光通信関連機器ビジネスの孵化、育成を進めてきました。

2006年4月にはフォトニクス事業部を新設し、次世代通信網

向けの光通信モジュール・サブシステムを提供するビジネス

を展開しています。また、放送局など大容量データの送受信

が求められる場所で高速の通信網を実現する光パケット

ネットワークも開発、現在製品化に取り組んでいます。

また、2000年に市村産業賞貢献賞ならびに全国発明

表彰特別賞を受賞した特許発明である共焦点顕微鏡の技術

を応用した「共焦点スキャナ」や、創薬支援装置ビジネスの

確立を目的として、2005年10月にはライフサイエンス事業

部を発足させました。

さらに、将来の事業化に向け、微小な流路に材料物質を

流して化学反応を起こさせる、極小サイズの化学プラント

であるマイクロリアクタや、世界で初めて集積型カート

リッジによる全自動での遺伝子DNA検出に成功した遺伝子

解析システムを開発するなど、今後の発展が期待できる

技術を着実に生み出しています。

遺伝子解析システムの集積型カート
リッジと読み取り装置。
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技術開発のグローバル化と知的財産創出

YOKOGAWAは知的財産を、製品やサービスの高付加価

値化を進め社会や産業の発展を図る重要な資産と位置付け、

知的財産戦略を事業戦略、研究開発戦略と連動させて、

さまざまな取り組みを行っています。

ビジネスの急速なグローバル化に伴い、欧米さらにアジア

の競業者との研究・開発競争は、ますます激しくなっています。

特許を中心とする知的財産の権利化は、他社との競争で

優位を生み出す技術を保護する意味と、新分野や新製品に

関する他社の参入を阻止する意味も持っています。

2008年3月末日における当社の知的財産の保有状況は、

表のとおりです。過去3年間の年度別特許登録及び出願に

ついては、グラフのとおり、国内・外国の特許出願数は漸増、

登録数は減少する傾向となっています。これは、不要な権利

を放棄する一方で新たな出願を増やし、効率的な知的財産

管理を行っていることによるものです。

技術開発プロセスにおける知的財産の創出

YOKOGAWAでは、研究開発や商品開発のプロセスを、

社内標準を規定するDS（Design Standard）で定めており、

そのなかで発明創出による特許出願の推奨、及び他社知的

財産の調査による優位性の確保と他社の権利を侵害して

いないことの確認を規定しています。

利益創出に貢献する優れた特許発明には、発明者への

実施補償金が支払われます。上限を撤廃した利益連動型、

またはランク別に補償金を定めた固定型で評価し、発明者に

大きなインセンティブを与える制度になっています。また、

特許登録の有無にかかわらず、出願から3年以内の優秀発明を

全社選考会議で審査し、創立記念日に社長表彰することで

発明者の栄誉をたたえています。

オープンイノベーションへの対応

Leading Edge Technologyの創出のため、社外リソース

を活用して研究開発を行うオープンイノベーションを積極的

に推進しており、自社技術だけに頼らず、産業界や大学との

共同研究とそれに伴う共同特許出願にも注力しています。

事業の選択と集中により譲渡や終息する事業に関する知的

財産については、特許ライセンスの供与などにより知的財産

の有効活用も行っています。一方、YOKOGAWAの製品・

サービスをお客様に継続的にご提供するために、ブランドの

維持やオリジナリティ保護を目的に、不当な権利侵害について

は、毅然とした対応を行います。

Intellectual Property
知的財産戦略

20072006

678 640720
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914
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外国登録特許推移 
出願中 登録 

（年度） 

新事業 
その他 

技術開発 
本部 

事業別国内保有特許 

制御事業 

46%

計測機器 
事業 

30%

15%
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新事業 
その他 

技術開発 
本部 
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知的財産に関する啓蒙・教育

新入社員研修時には、技術系、事務系を問わず全員に知的

財産の基礎について研修するコースを設け、また技術者

向け・管理者向けには知的財産の実務や管理についての

教育コースを設定して啓蒙活動を推進しています。

YOKOGAWAの事業に共通の技術と位置付けられる

制御、計測、情報については、横断的活用を目的として全社

の保有特許の中から注目される特許について発明者自身が

発表を行う「知財戦略シンポジウム」を開催しています。また、

YOKOGAWAグループ全員に対して知的財産の話題を提供

する「知財ニュース」をイントラネット上で発行し、知的財産

を重視する経営風土の啓蒙・教育を進めています。

一方、社外に対しては、アニュアルレポート等を通じて

ステークホルダーの皆様へ情報公開するとともに、技術論文

を掲載した『横河技報』を年4回発行し、YOKOGAWAの

Leading Edge Technologyを紹介しています。

知的財産と国際標準化

国際標準は、製品やサービスに直接関係するため事業

戦略上、大きな影響力をもちますが、研究開発戦略上も、先行

投資を行う技術が市場で支持されるか否かを決定付ける

重要な要素です。当社は、研究開発戦略及び知的財産戦略

との連携をとりながら、各技術分野において国際標準化

活動に積極的な取り組みを行っています（図参照）。

しかし、知的財産と国際標準はその立場上相反するもの

と考えられがちで、しばしばその特許権の実施をめぐって

問題となります。YOKOGAWAは、お客様の利便性と市場

の活性化のために、通信やソフトウエアなどの相互運用性が

求められる国際標準について重点的な活動を進め、必要が

あれば当社の知的財産を公開するか、ライセンス契約により

使用許諾する方針です。

知的財産戦略

特許 

実用新案 

意匠 

商標 

計 

合計 登録 
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429

1,990

6,618

6

166

1,167

7,957

当社の知的財産保有の状況 （2008年3月31日現在） 

研究開発の成果から知的財産を活用した国際標準化へ 

研究開発戦略 知的財産戦略 
研究所 知的財産 

標準化戦略 

標準化 

● デジュール標準 
● デファクト標準 

IEC OPC
Foundation

IETF

ISA FDT
Group

Fieldbus
Foundation

国際標準化への取り組み 

外部の標準化推進団体 
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CSRへの基本姿勢

YOKOGAWAは企業理念で、「YOKOGAWAは 計測と

制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に貢献

する YOKOGAWA人は良き市民であり勇気をもった開拓者

であれ」とうたっています。この企業理念を実践することが

YOKOGAWAのCSR活動の基本姿勢です。

同時に、コンプライアンスを経営上最も優先すべきもの

と位置づけ、YOKOGAWAグループ企業行動規範に基づき、

事業を通しての環境保全への貢献、社会貢献のほか、人権

尊重、安全衛生に配慮した労働環境の提供、地域貢献など、

グループ全体でCSR活動を展開しています。YOKOGAWA

の企業活動そのものが、社会に対する大きな責任を果たす

ものであることを強く認識し、「計測・制御・情報」の技術を

活かして、経済、社会、環境の各側面に対しての貢献に積極

的に取り組んでいます。

環境経営への取り組み

YOKOGAWAは、地球環境保全の取り組みを経営の最

重要課題の一つと位置付け、環境マネジメントシステムを確立

し、環境パフォーマンスの継続的改善を図ることを基本方針

としています。「自らの事業活動における環境負荷の低減」を

環境経営の柱の一つとし、すべての事業領域においての

環境負荷低減に取り組んでいます。調達・購入、生産ライン

の改善をはじめ、地球温暖化防止や公害防止、化学物質

管理の分野で、独自の高い基準に基づく運用を実現しま

した。

YOKOGAWAの高い省エネ技術を実証しているのが、横

河マニュファクチャリング株式会社の甲府工場です。消費電力

の削減に積極的に取り組み、1990年度から2006年度までに

生産量が増加するなかでもCO2排出量を10％削減しています。

この削減には、空調設備などの送水ポンプの運転を負荷に

応じてきめ細かく制御し消費電力を大幅に削減する「エコノ

パイロット」や、電力、冷水、温水、蒸気などのエネルギーの

消費の無駄を「見える化」する「InfoEnergy」などの自社製品が

大きく貢献しています。

環境経営のもう一つの柱である「お客様の事業活動に

おける環境負荷の低減」は、自社での実績を背景にご提案

しています。お客様の環境経営の推進を支援するために、

環境に配慮した製品を開発するとともに、お客様の事業活動

における環境負荷を分析・改善する環境ソリューションビジ

ネスを積極的に展開しています。自社での取り組みを通して

蓄積してきた技術、ノウハウを、2007年9月に新設した省エネ

ルギー環境ソリューション本部に結集し、生産効率化と地球

環境保全に貢献するソリューションを提供していきます。

Corporate Social Responsibility
CSR（企業の社会的責任）

お客様 
環境経営の推進 
省資源・省エネルギー 
環境汚染の予防 

廃棄物削減とリユース・ 
リサイクルの推進 等 

YOKOGAWA 

環境経営の推進 
省資源・省エネルギー 
環境汚染の予防 

廃棄物削減とリユース・ 
リサイクルの推進 等 

環境ソリューション・ 
環境調和型製品の提供 

YOKOGAWAの環境経営 

資源循環型資源循環型 
社会の構築社会の構築 
資源循環型 
社会の構築 

地球環境 
持続可能な社会 
地球環境 

持続可能な社会 

環境保全に積極的に取り組んでいる
横河マニュファクチャリング甲府工場。
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３つのテーマで社会貢献活動を展開

YOKOGAWAは、「心（人間性）」、「知（知識・技術）」、

「身（体・健康）」の３つをテーマとし、地域や社会へ密着した

社会貢献活動を展開しています。「知」では地域の子供たちを

対象に理科教室を開催しており、2007年度は「ラジオ製作」

をテーマに2回実施しました。「心」では、平城遷都1300年の

2010年に向け、東大寺の襖絵の制作を支援しています。

また、「身」のテーマでは、スポーツ振興など健全な身体

づくりや健康増進に貢献する活動とともに、医療活動への

支援や災害発生時における生活復旧支援を行っています。

ステークホルダーとの密接なコミュニケーションを大切に

考え、地域や社会へ密着した活動を進めています。

グローバルに展開する地域貢献

国内での諸活動に加えて、近年では海外の関係会社に

よる地域貢献も活発です。中国の拠点の社員による、就学

困難地域の学費支援活動は2000年より継続。2007年度は

中国の青海省にある小学校を訪問し、防寒着などを寄贈しま

した。韓国では、社員によるボランティアサークル「ダサラン

会」が一人暮らしのお年寄りなどに、石油や練炭、米を援助。

アメリカでは、社員やその家族、友人が、新生児の障害などを

防ぐための活動を行っている「マーチ・オブ・ダイムス」を

継続的に支援しています。

ステークホルダーの信頼に応えるために

YOKOGAWAグループの企業行動規範では、お客様、株

主、地域や社会、取引先、競争会社、さまざまなステークホ

ルダーとの関係について、公正なあり方を明示しています。

社会的に有用な製品やサービスを提供するために、万全の

品質保証体制を整備するとともに、情報セキュリティ対策の

徹底を実施。会社を支える社員について、人材を「人財」と

とらえ一人ひとりをかけがえのない存在と位置付け、職場

環境を整備し、能力開発を図る機会を積極的に提供してい

ます。これからもステークホルダーとともに歩む姿勢を維持

し、YOKOGAWAは社会への責任を果たしていきます。

CSR

ラグビー教室の様子。 中国の拠点から寄贈された防寒着を着た中国青海省の小学生。

理科教室で社員ボランティアからラジオ製作のはんだ付けを習う小学生。
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Corporate Governance
コーポレートガバナンス

基本方針

当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主を

はじめとするステークホルダーからの社会的信頼に応えて

いくことを企業経営の基本的使命と位置付けており、「健全

で利益ある経営」を実現するための重要施策として、コーポ

レートガバナンスの充実に取り組んでいます。

当社は、監査役制度を採用しています。取締役会では、当社

グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い社外

取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を

高めています。また、社外監査役を含む監査役による監査を

通して、取締役の業務の適法性、効率性、意思決定プロセス

の妥当性などを厳正に監視し、経営に対する監査機能の

充実を図っています。

また、当社グループでは、コンプライアンスの基本方針

を「YOKOGAWAグループ企業行動規範」として定め、

取締役が率先して、企業倫理の遵守と浸透にあたってい

ます。また、財務報告の信頼性の確保、及び意思決定の

適正性の確保などを含めた「YOKOGAWAグループ内部

統制システム」を定め、当社グループの業務が適正かつ

効率的に実施されることを確保するための内部統制シス

テムとして整備しています。

経営・執行体制

当社は執行役員制度を採用し、取締役会における経営

機能及び取締役の業務執行監督機能と、業務執行の機能を

分離して、業務執行の迅速化を図っています。

取締役会の定員は15名で、社外取締役2名を含む9人で

構成されています。法定事項、及び経営に重大な影響を

及ぼす事項、またはグループの重要戦略事項については

取締役会で決定し、取締役会の範疇に含まれない

YOKOGAWAグループの業務執行における重要案件に

ついては経営会議で決定することにより、迅速かつタイムリー

な意思決定の体制を構築しています。

また、株主の信任を事業年度ごとに得るため、取締役の

任期を１年としています。

会計監査人 

社長 

経営会議 

執行役員 

企業倫理システム 

意思決定システム 

品質マネジメントシステム 

環境マネジメントシステム 

安全・衛生マネジメントシステム 

情報セキュリティマネジメントシステム 

輸出管理システム 

監査役監査の環境整備 
 

財務報告システム 

危機管理システム 

本社/事業部・関係会社 

監査役会 

選任・解任 

指示・命令・監督 

監査／監督 

連携・報告 

株主総会 

取締役会  

内部監査部署 

　（
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
） 

Ｙ
Ｏ
Ｋ
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Ｇ
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コーポレートガバナンスの体制 
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コーポレートガバナンス

内部監査体制

当社グループでは、代表取締役社長直轄の組織として

経営監査部（専任者7名）を設置しています。年間計画に基づき

内部監査を実施し、重要な事項については取締役会及び

監査役に報告しています。

会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について

は、当社は監査法人トーマツと監査契約を締結しています。

リスク管理体制

当社グループでは、グループにおける業務の適正を確保

するための体制として、「YOKOGAWAグループ内部統制

システム」を整備しています。経営監査部がリスク管理部署

として、リスクを抽出、分析し、改善を提言するとともに、重要

な事項については取締役会及び監査役に報告しています。

監査体制

監査役会は、社外監査役3名を含む5名で構成されており、

重点監査項目を定めた年間計画に基づき、監査役監査を

実施しています。監査役は、内部監査部署と定例会合を

実施し、コンプライアンス教育の実施状況及び内部通報

制度の運用状況などについて情報交換しています。また、

会計監査人とも定例会合を実施し、決算に関する状況など

について情報交換しています。

取締役及び監査役の報酬

2007年度は、取締役10名に対して668百万円を、監査役

5名に対しては104百万円を支払いました。うち社外役員5名

に対する報酬は51百万円です。取締役の報酬には使用人

兼務取締役の使用人分給与は含まれません。

企業価値及び株主共同の利益の
確保に関する方針

当社は、当社株式の大量取得行為が発生した場合に、

買付に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断できる

と同時に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提示する

ために必要な情報と時間を確保することで、当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反する行為を抑止

するための枠組みが必要であると考えています。そこで

2007年6月27日の第131回定時株主総会に「当社株式の

大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」の導入について

上程し、承認されました。本プランの有効期間は2年です。

内部統制システム

内部統制システムについては、会社法第362条第4項第6
号、会社法施行規則第100条第1項及び同第3項に基づき、
以下の内容を取締役会で決議しています。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

・コンプライアンスの基本原則を、『YOKOGAWAグループ
企業行動規範』として定めています。取締役は、これを率先し、

企業倫理の遵守と浸透にあたっています。

・グループを横断するコンプライアンス体制の整備及び問題

点の把握・対処のために、企業倫理本部を設置しています。

・取締役会における意思決定は、『取締役会規程』『意思決定

規程』に基づいて行っています。社外取締役を含む各取締役

は、取締役会を構成する取締役として、業務執行に関する

監督責任を負っています。社外監査役を含む監査役は、取締

役の職務の執行に対して、『監査役監査基準』『監査役会

規則』に基づく監査役監査を実施しています。

②取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

・『取締役会規程』『意思決定規程』に基づき、取締役会に

おける審議の充実と、経営会議などの取締役会以外の

意思決定機関への権限委譲をはかっています。

・全社的な経営目標を定め、目標達成のための取り組みをレ

ビューしています。中長期的な経営目標については、『新

長期経営構想VISION-21＆ACTION-21』のマイルストーン
として定め、変革に向けた課題解決の活動を展開してい

ます。単年度の経営目標については、組織毎に四半期単位

でレビューし、年間目標の達成に向けた活動を展開して

います。取締役会は、これらの経営目標の達成状況の報告

を受け、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの活動

を指示し、目標達成に向けて全社としての効率性を追求する

仕組みを展開しています。また、経営目標の達成状況を

リアルタイムで把握・報告・活用するために、経営情報シス

テムの整備に努めています。
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③取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・『取締役会規程』『伝達ならびに文書管理規程』『全社共通

文書管理規則』に基づき、議事録及び保存すべき情報に

関するルールと管理体制を定めています。

・『秘密保持規程』『インサイダー取引防止に関する規程』に

基づき、情報の機密性の区分に関するルールと管理体制を

定めています。また、グループで業務に従事する者に対して、

秘密保持に関する誓約を求めています。

④使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

・グループで業務に従事する者が取るべき行動を、

『YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン』と
して定めています。この中で、反社会的勢力とは一切係わり

合いを持たず毅然とした対応を取ることを定めています。

・代表取締役社長が法令等遵守の重要性を繰り返し伝える

とともに、企業倫理本部が中心となってコンプライアンス

に関する教育を展開しています。

・グループで業務に従事する者には、コンプライアンス違反

行為、または違反の恐れがあると疑われる行為を認識した

場合に、内部通報義務があることを『内部通報・相談規則』

として定めています。また、そのための内部通報窓口を

設置しています。

・コンプライアンスの徹底状況について、企業倫理本部が

モニタリングを実施し、重要な事項は、取締役会及び監査

役に報告しています。

⑤当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業

集団における業務の適正を確保するための体制

・グループにおける業務の適正を確保するための体制として、

『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を整備してい
ます。『企業倫理システム』『意思決定システム』『品質マネ

ジメントシステム』『環境マネジメントシステム』『安全・衛生

マネジメントシステム』『情報セキュリティマネジメントシス

テム』『輸出管理システム』『財務報告システム』『危機管理

システム』及び『監査役監査の環境整備』からなる10の
展開システムごとに責任部署を定め、グループを横断する

規程を定めています。重要な事項については、取締役会

及び監査役に報告しています。

・特に、財務報告の信頼性の確保の面では、『財務報告シス

テム』において、経理業務の適正を確保するために、『グルー

プ経理規程』を定め、グループ各社の経理業務を統制して

います。また、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度

に対応するために、財務報告に係る内部統制の整備状況

と運用状況に対する評価と開示の体制を整備しています。

・『YOKOGAWAグループ内部統制システム』の有効性に

関する内部監査は、『グループ・グローバル経営監査規程』

に基づき、経営監査部が実施し、重要な事項は、取締役会

及び監査役に報告しています。

・監査役は、グループ会社における重要事項の決定について、

直接または当該グループ会社の監査役から情報を入手し、

確認することができることとしています。

⑥損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・グループにおける業務の適正を確保するための体制として、

『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を整備し、
経営監査部がリスク管理部署として、リスクを抽出・分析し、

改善を提言するとともに、重要な事項は、取締役会及び

監査役に報告しています。

・危機事象に対する対応を、『危機管理規程』として定めて

います。代表取締役が危機管理本部長として、危機事象が

発生した時の情報伝達と指揮命令を統制し、人的な安全

の確保及び経済的な損失の最小化をはかります。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の

監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、以下に定める事項を監査役に報告

することとしています。

(a) 法令・定款違反に関する事項
(b) 内部監査の状況及びリスク管理に関する重要な事項
(c) 会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事項
(d) 意思決定に関する重要な事項
(e) 経営状況に関する重要な事項
(f) 内部通報制度による通報状況に関する事項
(g) その他、コンプライアンスに関する重要な事項

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

・代表取締役社長、経営監査部、企業倫理本部、会計監査人

との定期的な意見交換の場を提供しています。また、取締役、

重要な使用人からヒアリングを実施できる機会と環境を

提供しています。

・必要に応じて、外部の専門家を任用することができることと

しています。

⑨監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた

場合における当該使用人に関する事項

・監査役室を設置し、専任者を含む人員を置いています。

⑩前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役室の人員に関する人事異動は、監査役に事前に

了解を求めています。

・監査役室の人員に関する人事評価は、監査役会が指名する

監査役が行うこととしています。
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役員一覧

八木　和則
取締役専務執行役員

木村　和彦
取締役専務執行役員

三奈木輝良
取締役専務執行役員

藤井　隆
取締役常務執行役員

山本　順二
取締役常務執行役員

Directors, Corporate Auditors, and Officers
役員一覧 (2008年6月26日現在)

常務執行役員
田中　博行　

白井　俊明

黒須　聡

笹田　学

作野　周平

執行役員
奥住　俊樹　

西村　一知

湯原　仁志　

松本　澄秀

河田　泰紀　

浜口　延正　

瀧岸　眞一

三浦　明

牧野　清

鳥居　誠　

大竹　眞

中原　正俊

相澤　動太

青山　淳

広見　公正

荒井　秀夫　

佐野　廣二

小野　裕

内田　勲
代表取締役会長

海堀　周造
代表取締役社長

内海　岱基
常勤監査役

小柳　敬史
常勤監査役

引馬　滋
監査役（社外）

池田　輝彦
監査役（社外）

壱岐　浩一
監査役（社外）

内藤　正久
取締役（社外）

棚橋　康郎
取締役（社外）

取締役

監査役

執行役員
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Financial Data
5年間財務サマリー

（注1）当社では、2006年度より連結子会社の決算期の統一を図りました。そのため2006年度は中国の子会社については15ヵ月決算となり、その他の

海外連結子会社については13ヵ月決算となっています。この決算期変更に伴い、2006年度は従来と同一の基準と比べ、連結売上高は221億円、

連結営業利益は14億円増加しています。

（注2）2007年度よりセグメント別データの計算方法を変更しました。このため、セグメント別の受注高、売上高、営業利益については、過去に開示した

数値と一部異なります。

会計年度：

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

営業利益率（％）

当期純利益

会計年度末：

総資産

負債

有利子負債

自己資本

自己資本比率（％）

１株当たりデータ：

当期純利益（円）

配当金（円）

純資産（円）

株式情報：

期末株価（円）

時価総額

発行済株式数（株）

単位：億円（億円未満四捨五入）

2003 2004 2005 2006 2007

3,719

2,414

1,123

183

4.9

243

3,974

2,332

996

1,603

40.3

99.84

7.50

658.97

1,544

3,921

253,967,991

3,871

2,500

1,123

248

6.4

94

4,003

2,270

1,003

1,688

42.2

38.43

7.50

693.75

1,452

3,688

253,967,991

3,889

2,459

1,176

253

6.5

216

4,178

1,883

613

2,246

53.7

87.45

15.00

854.24

2,095

5,628

268,624,510

4,334

2,759

1,282

293

6.8

126

4,387

1,998

596

2,343

53.4

47.79

15.00

891.08

1,806

4,851

268,624,510

4,374

2,774

1,326

274

6.3

117

4,446

2,198

930

2,207

49.6

44.76

16.00

856.72

998

2,681

268,624,510

2008年アニュアルレポート・横河電機株式会社 31

自己資本／自己資本比率
（億円） （%） 

1,603 1,688

自己資本 自己資本比率（自己資本／総資産）※ 

有利子負債／デット エクイティ レシオ 
（億円） （倍） 

有利子負債 

総資産／総資産回転率
（億円） （回） 

0.98

0.97

3,974 4,003

総資産 総資産回転率（売上高／総資産）※ 流動比率（流動資産／流動負債） 

D/Eレシオ（有利子負債／株主資本） 

売上総利益／売上総利益率
（億円） （%） 

35.1 35.4

1,305 1,370

売上総利益 売上総利益率（売上総利益／売上高） 

運転資本／流動比率
（億円） （%） 

自己資本利益率（当期純利益／自己資本）※ 総資産利益率（当期純利益／総資産）※ 

運転資本（流動資産－流動負債） 

1株当たり当期純利益／株価収益率 
（円） （倍） 

自己資本利益率／総資産利益率
（%） 

部門別売上
（億円） 

0.62 0.59

996 1,003

1株当たり当期純利益 株価収益率（株価／1株当たり当期純利益） 

※期首および期末の平均値で算出 

15.5
37.8

99.84

38.43

216
201

2.3

5.7

1,215 1,171

制御 計測機器 新事業その他 

2003 2004

2003 2004

20052003 2004

2003 2004

2003 2004

2003 2004

2003 2004

11.0

16.6

5.3

2.9

6.4

40.3 42.2

3,719

2003

3,871

2004 （年度） 

47.79 44.76

2006 2007

4,387

2006

596

2006

2,3432,246

0.95
1.01

4,446

2007

0.99

4,178

36.8 36.3

1,575

0.27 0.25

930

2007

0.42

613

87.45

23.9

5.5

2.6

5.1

890

20062005

2006

1,252

2005

2006 2007

2006

36.6

1,600

2007

1,430

2005

2005

2005

2005

209

158

970

2007

167

53.7 53.4

2,207

2007

49.6

3,889

2005

785
425

4,334

3,123

2006

688
465
4,374

3,222

2007

37.8
22.3

5年間財務サマリー
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2007年度の業績概況

2007年度の連結経営成績は、売上高は前期比40億円増

の4,374億円、営業利益は同19億円減の274億円、経常

利益は同131億円減の165億円、当期純利益は同9億円減の

117億円となりました。

セグメント別では、主要事業である制御事業は海外市場に

おけるエネルギー関連設備への活発な投資を背景に、前期

と比較し増収増益となりましたが、計測機器事業は半導体

テストシステム市場における投資抑制の影響を受け、減収減

益となりました。また、新事業その他では、事業立ち上げに

伴う費用の増加により、増収減益となりました。

この結果、グループ全体では、売上高は前期と比べ増収と

なりましたが、営業利益は投資を先行したことに伴う費用の

増加により減益となりました。また、経常利益は、営業利益

の減少に加えて、円高による為替差損の増加、たな卸資産

処分損などの増加により、営業利益を上回る減益額となり

ました。なお、当期純利益の減益額が、経常利益と比較し

少なくなっているのは、子会社において繰延税金資産を

計上したことなどにより、法人税等調整額が減少したことに

よるものです。

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は4,446億円となり、前期末

に比べ60億円増加しました。主な項目の増減については、

売上高の増加（前期の売上高は、海外子会社の決算期変更に

よる221億円の増加要因を含む）に伴い売上債権が84億円、

その他流動資産が28億円増加しました。一方、現金及び

預金が71億円、たな卸資産が53億円減少したこと等により、

流動資産は8億円の減少となりました。また、固定資産は、

株式市況の低迷等により投資有価証券が103億円減少しま

したが、有形固定資産が24億円、情報インフラ構築等に

より無形固定資産が78億円、繰延税金資産が71億円増加し、

68億円の増加となりました。

負債合計は2,198億円となり、前期に比べ200億円増加し

ました。これは主に、社債償還により200億円、有形固定

資産購入代金の支払等により未払金が40億円、退職給付

制度変更に伴う未払金の支払等により長期未払金が43億円

減少する一方で、シンジケートローン等により長期借入金が

347億円、コマーシャルペーパーの発行等により、その他

流動負債が171億円増加したことによるものです。

純資産は2,248億円となり、前期に比べ141億円減少しま

した。これは主に、利益剰余金が73億円増加したものの、

自己株式の取得により控除項目が66億円増加したこと（純

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

200720062005

売上高 

3,889

4,334 4,374

（億円） 

（年度） 

253

293
274

0

50

100

200

150

250

300

200720062005

営業利益 

（億円） 

（年度） 

264

296

165

0

50

100

150

200

250

300

200720062005

経常利益 

（億円） 

（年度） 

Financial Review
財務概況

※記載金額は億円未満を四捨五入して表示しています。
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財務概況

資産の減少）、また、株式市況低迷によりその他有価証券評

価差額金が89億円、為替レート変動により為替換算調整勘

定が54億円減少したことによるものです。

キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の残高は、営業活動による208億円

の収入、投資活動による510億円の支出、財務活動による

239億円の収入などの結果、当連結会計年度末には302億円

となり、前期に比べ80億円減少しました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期

純利益144億円から、減価償却費231億円のプラス要因と、

売上債権の増加105億円、法人税等の支払及び還付額59

億円のマイナス要因等の調整の結果、前期に比べ196億円

減少し、208億円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の

取得による356億円、無形固定資産の取得による112億円、

投資有価証券の取得による69億円の支出等により、前期に

比べ120億円支出が増加し、510億円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、普通社債の償還

200億円、短期借入金の減少87億円、自己株式の取得

66億円、配当金支払41億円に対し、長期借入金456億円の

増加、及びコマーシャルペーパー180億円の増加等により、

239億円の収入となりました。

利益配分に関する基本方針及び
当期・次期の配当

当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主

の皆様に対する継続的な利益配分を最重要施策の一つと

認識し、中長期的成長のための新規事業投資、成長市場へ

の開発投資などに向けた内部留保及び財務体質の強化等を

総合的に勘案のうえ、連結配当性向30%を目安とする配当

方針としています。

なお、2007年度の１株当たり配当金は、中間配当金8円、

期末配当金8円の年間16円です。また、2008年度について

は、中間、期末それぞれ8円の年間16円を予定しています。

216

126
117

0
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200720062005

当期純利益 

（億円） 

（年度） 

1,819

2,289
2,433

60

46.8

52.8
55.6

0
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海外売上高/海外売上高比率 

（億円） 

0
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（％） 
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305

アジア 欧州 北米 その他 

214

343

1,819

957

485

2,289

434

283

1,087

520

465

351

1,097

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

200720062005

海外売上高（顧客所在地別） 

（億円） 

（年度） 

2,433

（単位：百万円）

設備投資（百万円）

減価償却費(百万円）

研究開発費（百万円）

社員数（人）

期中平均為替レート（円）

USドル

ユーロ

37,990 

23,129 

40,875 

20,266 

113.80 

162.26

29,540 

15,124 

30,917 

17,858 

113.09 

137.81 

40,284 

16,483 

36,223 

19,286 

117.00 

150.33 

2005年度 2006年度 2007年度



34

Financial Statements
連結財務諸表等

連結貸借対照表

科目

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土地

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

243,158

38,819

134,480

252

50,133

10,685

10,852

△2,065

195,525

109,131

54,511

19,822

11,532

20,451

2,812

14,275

72,118

50,560

157

9,555

12,487

△642

438,683

△792

△7,081

8,422

49

△5,318

1,531

2,796

△1,191

6,752

2,412

△3,379

1,871

△1,371

△1,825

7,116

7,761

△3,420

△10,294

△52

7,050

△128

3

5,960

242,366

31,738

142,902

301

44,815

12,216

13,648

△3,256

202,277

111,543

51,132

21,693

10,161

18,626

9,928

22,036

68,697

40,266

105

16,605

12,359

△639

444,644

増減前期
2007年3月31日現在

当期
2008年3月31日現在

（単位：百万円）

科目

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

一年内償還予定社債

未払法人税等

賞与引当金

未払金

その他

固定負債

長期借入金

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

長期未払金

その他

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計

145,370

40,034

18,979

ー

2,604

14,511

19,137

50,103

74,429

55,993

157

5,221

236

11,832

987

219,799

222,718

43,401

50,355

139,952

△10,990

△2,044

2,991

1

△5,036

4,170 

224,844

444,644

154,188

41,344

18,356

20,000

3,424

14,852

23,170

33,039

45,593

21,273

440

6,223

327

16,137

1,189

199,781

221,970

43,401

50,355

132,603

△4,389

12,281

11,926

6

348

4,650

238,902

438,683

△8,817

△1,310

623

△20,000

△820

△341

△4,033

17,064

28,836

34,720

△283

△1,002

△91

△4,305

△202

20,018

748

0

0

7,349

△6,601

△14,325

△8,935

△4

△5,385

△480

△14,057

5,960

増減前期
2007年3月31日現在

当期
2008年3月31日現在

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結財務諸表等

連結損益計算書 （単位：百万円）

科目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

持分法による投資利益

雑益

営業外費用

支払利息

たな卸資産処分損

たな卸資産評価損

為替差損

雑損

経常利益

特別利益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

過年度減損損失修正益

国庫補助金

その他

特別損失

固定資産売却損

固定資産除却損

減損損失

投資有価証券評価損

事業再編損失

販売用ソフトウェア評価損

その他

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等還付金

法人税等調整額

少数株主利益（控除）

当期純利益

437,448

277,430

160,018

132,605

27,412

3,740

391

1,612

869

867

14,699

1,308

5,501

401

4,570

2,918

16,453

2,642

117

142

ー

1,903

478

4,660

28

416

1,115

725

ー

499

1,874

14,434

5,230

43

△3,129

709

11,667

433,405

275,948

157,456

128,181

29,274

7,592

565

5,010

877

1,139

7,251

1,097

1,263

1,813

830

2,245

29,616

540

54

58

201

ー

226

5,035

223

890

775

1,607

794

ー

743 

25,120

5,152

227

6,928

703

12,563

4,043

1,481

2,561

4,423

△1,861

△3,852

△174

△3,398

△8

△272

7,448

211

4,238

△1,412

3,740

673

△13,162

2,101

63

84

ー

ー

252

△375

△195

△474

340

△882

ー

ー

1,131

△10,685

78

△183

△10,057

6

△895

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科目

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

賞与引当金の増減額

売上債権の増減額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増加額

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払及び還付額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却・

償還による収入

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額

コマーシャルペーパーの純増減額

長期借入による収入

社債の償還による支出

配当金の支払額

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に

係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期首残高

連結範囲変更に伴う現金及び

現金同等物の増加高

現金及び現金同等物の期末残高

14,434

23,129

△80

△10,460

3,794

660

△5,469

26,010

2,073

△1,388

△5,859

20,834

△35,588

2,284

△11,191

△6,878

2,094

△1,764

△51,043

△30,208

△8,715

18,000

45,580

△20,000

△4,069

△6,871

23,923

△1,823

△8,107

38,178

138

30,209

△10,685

6,646

△1,643

△11,149

7,969

△305

△5,677

△14,846

△3,572

△312

△895

△19,627

△8,344

995

△5,064

△4,290

1,988

2,710

△12,004

△31,631

△3,903

23,000

37,483

△20,000

△780

△5,780

30,020

△3,043

△4,655

△3,386

72

△7,968

25,120

16,483

1,563

689 

△4,175

965

208

40,856

5,645

△1,076 

△4,964

40,461

△27,244

1,289

△6,127

△2,588

106

△4,474

△39,038

1,423

△4,812

△5,000

8,097

ー

△3,289

△1,091

△6,096

1,220

△3,452

41,565

66

38,178

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで
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（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書
前期 （2006年4月1日から2007年3月31日まで）

株主資本 評価・換算差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

少数株主
持分

純資産
合計

43,401

ー

43,401

50,348

7

7

50,355

123,310

△1,314

△1,971

△20

12,563

35

9,292

132,603

△4,378

△24

13

△10

△4,389

212,681

△1,314

△1,971

△20

12,563

△24

20

35

9,288

221,970

14,863

△2,936

△2,936

11,926

ー

6

6

6

△2,978

3,327

3,327

348

11,885

396

396

12,281

4,959

△309

△309

4,650

229,525

△1,314

△1,971

△20

12,563

△24

20

35

87 

9,376

238,902

前期末残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当※

剰余金の配当

役員賞与※

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

その他

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

当期末残高

（単位：百万円）当期（2007年4月1日から2008年3月31日まで）

株主資本 評価・換算差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

少数株主
持分

純資産
合計

43,401

ー

43,401

50,355

0

0

50,355

132,603

△4,074

11,667

△243

7,349

139,952

△4,389

△6,603

2

0

△6,601

△10,990

221,970

△4,074

11,667

△6,603

2

△243

748

222,718

11,926

△8,935

△8,935

2,991

6

△4

△4

1

348

△5,385

△5,385

△5,036

12,281

△14,325

△14,325

△2,044

4,650

△480

△480

4,170

238,902

△4,074

11,667

△6,603

2

△243

△14,806

△14,057

224,844

前期末残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

その他

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

当期末残高

※2006年6月の定時株主総会における利益処分項目です。
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連結財務諸表等

事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

科目

制御事業

受注高

売上高

営業利益

研究開発費

計測機器事業

受注高

売上高

営業利益又は営業損失

研究開発費

新事業その他

受注高

売上高

営業損失

研究開発費

連結

受注高

売上高

営業利益

研究開発費

343,152

322,222

39,069

16,215

67,647

68,771

△1,987

14,562

44,273

46,455

△9,670

10,097

455,072

437,448

27,412

40,875

330,337

312,332

35,427

ー

78,275

78,545

1,165

ー

47,937

42,528

△7,318

ー

456,549

433,405

29,274

36,223

12,815

9,890

3,642

ー

△10,628

△9,774

△3,152

ー

△3,664

3,927

△2,352

ー

△1,477

4,043

△1,861

4,652

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

所在地別セグメント情報 （単位：百万円）

科目

日本

売上高

営業利益

アジア

売上高

営業利益

欧州

売上高

営業利益

北米

売上高

営業利益

その他

売上高

営業利益

消去又は全社

売上高

営業利益

連結

売上高

営業利益

237,417

8,890

86,043

9,727

47,489

4,555

30,803

1,010

35,693

3,359

ー

(129)

437,448

27,412

△10,475

△6,913

△102

1,612

5,519

1,070

3,329

527

5,772

1,166

4,043

△1,861

247,893

15,803

86,145

8,115

41,970

3,484

27,474

483

29,921

2,193

ー

(805)

433,405

29,274

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

※１. 事業区分の方法
事業区分の方法は、製品の系列、市場の類似性及び当社グループの損益集計区分を
考慮し行っています。 ※1. 国又は地域は、地理的接近度により区分しています。

２. 本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。
(1) アジア シンガポール、中国、韓国等
(2) 欧州　　オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等
(3) 北米　　米国、カナダ
(4) その他　ブラジル、オーストラリア、中東等



…地域統括会社 

…横河電機本社 

…海外事業統括会社 

Global Network
グローバルネットワーク

北米

アメリカ

Yokogawa Corporation of America
Yokogawa USA Inc.

カナダ

Yokogawa Canada, Inc.
メキシコ

Yokogawa de Mexico, S.A. de C.V.
Yokogawa Engineering Services de Mexico, S.A. de C.V.

南米

ブラジル

Yokogawa America do Sul Ltda.
Yokogawa Service Ltda.

欧州

オランダ

Yokogawa Europe B. V.
Yokogawa Nederland B. V.
Yokogawa System Center Europe B.V.

オーストリア

Yokogawa GesmbH Central East Europe
ベルギー

Yokogawa Belgium N.V. / S.A.
フランス

Yokogawa France S.A.S.
ドイツ

Yokogawa Deutschland GmbH
Yokogawa Measurement Technologies GmbH
Rota Yokogawa GmbH & Co. KG

ハンガリー

Yokogawa Hungaria Kft.
イタリア

Yokogawa Italia S.r.l.
スペイン

Yokogawa Iberia S.A.
スウェーデン

Yokogawa Measurement Technologies AB
イギリス

Yokogawa United Kingdom Limited
Yokogawa Measurement Technologies Ltd.
Yokogawa Marex Limited

ロシア

Yokogawa Electric CIS Ltd.
Yokogawa Electric Sakhalin Ltd.

アフリカ

南アフリカ

Yokogawa South Africa (Pty) Ltd.

中東

バーレーン

Yokogawa Middle East B. S. C. (c)
Yokogawa Engineering Bahrain S.P.C.

サウジアラビア

Yokogawa Saudi Arabia Ltd.
Yokogawa Service Saudi Arabia Ltd.

アラブ首長国連邦

Yokogawa Engineering Middle East FZE
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アジア

シンガポール

Yokogawa Electric International Pte. Ltd.
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.
Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.
Yokogawa Measurementation Pte. Ltd.
Plant Electrical Instrumentation Pte. Ltd.
Yokogawa Reinsurance Pte.Ltd.

インドネシア

P. T. Yokogawa Indonesia
P. T. Yokogawa Manufacturing Batam

マレーシア

Yokogawa Electric (Malaysia) Sdn. Bhd.
Yokogawa Kontrol (Malaysia) Sdn. Bhd.
Yokogawa Industrial Safety Systems Sdn. Bhd.

フィリピン

Yokogawa Philippines Inc.
タイ

Yokogawa (Thailand) Ltd.
E and I Solution Co., Ltd.

ベトナム

Yokogawa Vietnam Company Ltd.
インド

Yokogawa India Ltd.
Yokogawa IA Technologies India Private Limited

中国

横河電機（中国）有限公司
横河電機（蘇州）有限公司
重慶横河川儀有限公司
蘇州横河電表有限公司
上海横河電機有限公司
上海横河石化自控有限公司
上海横河国際貿易有限公司
Yokoshin Software Engineering (WUXI) Co., Ltd.

韓国

韓国横河電機（株）
横河インスツルメンツコリア（株）
韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）

台湾

台湾横河股 有限公司

オセアニア

オーストラリア

Yokogawa Australia Pty. Ltd.
TechComm Simulation Pty. Ltd.

ニュージーランド

Yokogawa New Zealand Ltd.

横河マニュファクチャリング株式会社
横河フィールドエンジニアリングサービス株式会社
横河商事株式会社
横河電子機器株式会社
盛岡特機株式会社
横河ソリューションズ株式会社
株式会社ワイ・ディ・シー
横河ヒューマン・クリエイト株式会社
横河ディジタルコンピュータ株式会社

日本システム技術株式会社
横河メータ＆インスツルメンツ株式会社
国際チャート株式会社
横河電陽株式会社
横河パイオニックス株式会社
株式会社横河サーテック
株式会社オメガシミュレーション
横河ファウンドリー株式会社

国内子会社

グローバルネットワーク
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Corporate Information
会社データ

所有者別株主分布状況 所有者別株式分布状況 

個人株主 32,956名 (97.31%) 

その他法人等 418名 (1.23%) 

外国株主 352名 (1.04%) 

金融機関 86名 (0.25%) 

証券会社 53名 (0.16%) 

自己株式 1名 (0.00%)

金融機関 123,272千株 (45.89%) 

外国株主 70,985千株 (26.43%) 

個人株主　 40,632千株 (15.13%) 

その他法人等 14,346千株 (5.34%) 

証券会社 8,347千株 (3.11%) 

自己株式 11,040千株 (4.11%)

株主数 

33,866名 
株式数 

268,624千株 

会社概要 Company Overview（2008年3月31日現在）

株式データ Share Information（2008年3月31日現在）

商　号

英文社名

Website
本社所在地

創　立

設　立

資本金

従業員数

関係会社数

横河電機株式会社

Yokogawa Electric Corporation
http://www.yokogawa.co.jp/
〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
1915年9月1日
1920年12月1日
43,401,056,425円
20,266名（連結） 4,974名（個別）
国内29社
海外71社

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

上場証券取引所

株主名簿管理人

株主総会

会計監査人

大株主（上位10名）

600,000,000株
268,624,510株
33,866名
東京証券取引所

〒103-8670 東京都中央区八重洲1-2-1
みずほ信託銀行株式会社

毎年6月（東京）
監査法人トーマツ

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

第一生命保険相互会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本生命保険相互会社

オーエム04 エスエスビー クライアント オムニバス

横河電機株式会社

みずほ信託退職給付信託（みずほコーポレート銀行口）

東京海上日動火災保険株式会社

みずほ信託退職給付信託（みずほ銀行口）

横河電機持株会

株主名

22,909,800
22,697,000
14,351,500
13,284,615
11,786,000
11,040,640
6,643,990
4,694,936
4,617,010
4,396,797

持株数（株）

8.53
8.45
5.34
4.95
4.39
4.11
2.47
1.75
1.72
1.64

所有比率（％）
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History
沿革

1915年 建築家・工学博士横河民輔が、横河一郎、青木晋の参加を得て、

東京府渋谷町に電気計器の研究所を設立。

1917年 電気計器を発売。日本の電気計器国産化の先駆けとなる。

1920年 株式会社組織とし、（株）横河電機製作所と称す。

1933年 航空計器、流量・温度・圧力等の自動調整装置の研究・製造を開始。

1948年 株式を一般に公開。

1950年 日本初の電子管式自動平衡計器を完成。

1955年 フォックスボロー社（米国）と工業計器に関する技術援助契約を締結。

1957年 北米営業所 Yokogawa Electric Works, Inc.を設立。

1964年 工業用分析計市場に本格進出。

1966年 渦流量計を完成し、製造・販売を開始。

1974年 シンガポール工場 Yokogawa Electric Singapore Pte. Ltd.を設立。

オランダにヨーロッパ営業所 Yokogawa Electric（Europe）B.V.を設立。

1975年 世界初の分散形制御システム、総合計装制御システム「CENTUM」発表。

1983年 （株）北辰電機製作所と合併、横河北辰電機（株）に社名変更。

1984年 アナログLSIテストシステムを発売、LSIテスタ市場に参入。

1986年 中国の西安儀表廠と合弁で、計装システムの設計・販売会社、

西儀横河控制系統有限公司を設立。

CI（コーポレート・アイデンティティ）実施、横河電機（株）に社名変更。

1988年 高周波測定器分野へ本格参入。

1990年 バーレーンにYokogawa Middle East E.C.設立。

1996年 共焦点レーザ顕微鏡スキャナを発売、バイオテクノロジー分野に参入。

1997年 ビジネスコンセプト“Enterprise Technology Solutions（ETS）”発表。

2000年 新長期経営構想「VISION-21＆ACTION-21」を発表。

2001年 世界初の40Gbps光通信用HBTモジュールを発売、次世代光伝送システム分野に参入。

2002年 安藤電気（株）を100％出資のグループ会社とする。

2004年 40Gbps光パケットスイッチを開発、光通信機器ビジネスへ参入。

安藤電気（株）の事業を統合。

2005年 海外事業の統括会社 Yokogawa Electric International Pte. Ltd.をシンガポールに設立。

2006年 「VISION-21＆ACTION-21」第2のマイルストーンを発表。



2008年6月 

〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
TEL 0422-52-5530（広報・IR室ダイヤルイン） FAX 0422-55-6492
http://www.yokogawa.co.jp/




